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資料３

説明資料③ （「総合的な対策」以外の取組状況（第１２回委員会以降実施））



「総合的な対策」以外の取組状況（第１２回委員会以降実施）

（１） 覆面添乗調査の実施（P2）

（２） 高速道路において路肩等に駐車する場合の注意点の明確化（P3）

（３） バスの車両火災事故防止のための緊急点検整備の実施（P4）

（４） 自動車運送事業者における脳血管疾患対策ガイドラインの作成（P5）

（５） 睡眠不足に起因する事故の防止対策（P6）

（６） 「指導及び監督の指針」及び「指導監督マニュアル」の一部改正（P7）

（７） 運送引受書への上下限額記載に関する影響を踏まえた対応（P8～P15）
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(1)覆面添乗調査の実施

運輸局等

平成２９年度
多客期に合わせ平成29年８月～10月及び平成30年２月に
調査を実施し、調査結果を端緒として、監査を実施
１事業者行政処分のほか、１事業者行政処分手続中

平成３０年度
調査回数を増やし、より多くの
実態を調査

監査の現状

調査員による覆面添乗調査

・調査結果を監査の端緒と
して活用

営業所に立ち入る臨店監査や、バス発着場における街頭監査では、運行中の休憩取得状況や、
シートベルト着用のアナウンス及び着用状況など、運行中の実態の把握に限りがある

○調査を行うことについて事前にプレスリ
リース
○一般の利用者として実際に運行するバ
スに乗り込み、運行中の実態を調査
（民間に調査を委託）
○調査の結果に法令違反の疑いが認めら
れる場合には、監査端緒として活用

適切な休憩時間、
運転者の交替や
シートベルトの着
用状況の確認

調
査
員

運行中の実態把握・法令違反のあぶり出し
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(2)高速道路において路肩等に駐車する場合の注意点の明確化

運転者が特に注意すべき事項について業界団体を通じて周知（平成29年9月7日）
○高速道路の路肩等に駐車せざるを得ない場合の注意事項
（１）駐車することの危険性
○後続車から追突されるおそれがある ○追突された場合に甚大な被害を受けるおそれがある
○高速道路での駐停車は、故障等のやむを得ない場合において、十分な幅員の路肩等がある場合を除き禁止されている

（２）万が一駐車せざるを得ない場合の対応

できるだけ十分な幅員のある路肩の端に寄せて停車し、ハザードランプを点滅

停止表示器材、発炎筒の設置（非常時に備え、取り出しやすい場所に備えておく。）

乗客等同乗者の安全確保
原則として、ガードレールの外側（車両の後方）などに避難（降車の際は車両が通行しない側から）

110番・道路緊急ダイヤル（#9910）に連絡し対応を相談

①

②

③

④

平成29年８月25日、徳島県鳴門市の徳島自動車道において、
故障により停車していた貸切バスに大型トラックが追突、バスが
路外に転落し、バスの運転者及び乗客１名が死亡、乗客１４
名が負傷する事故が発生
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(3)バスの車両火災事故防止のための緊急点検整備の実施

4

平成29年9月9日及び14日に三菱ふそうトラック・
バス(株) の同型式のバスの車両火災が発生。また
調査の結果、過去２年間に当該型式のバスの車両
火災がこのほかに３件発生していたことが判明。

三菱ふそう社が当該型式を含む車両の燃料噴射装置に係る新たなリコールを届出
（届出番号4135） ※上記通知の対象車両のうち、約２，１００両がリコール対象

新たなリコール届出に係る改善措置を早期に受けることをバス事業者に通知

三菱ふそう社からのリコール届出（平成29年10月27日）

以下を実施の上、国土交通省に報告するようバス事業者に通知

「バス火災事故防止のための点検整備のポイント」を参考とした緊急点検整備

三菱ふそう社と協力の上リコール等の改善措置 ※対象車両：約４，９００両

バスの車両火災事故防止のための緊急点検整備の実施について通知（平成29年9月15日）

対象車両を保有している全ての事業者から緊急点検整備等を実施した旨の報告を確認

緊急点検整備等の実施報告のない事業者へ確実に実施を行うよう個別に指導

緊急点検整備等未実施車両への対応（平成29年10月27日）



(4)自動車運送事業者における脳血管疾患対策ガイドラインの作成

●脳血管疾患と交通事故
⇒ 運転者の脳血管疾患による事案が発生している
⇒ 運転中に発症すると重大事故の原因となる

●脳血管疾患の種類と概要
⇒ 脳血管疾患には、「脳梗塞」「脳出血」「くも膜下出血」がある
⇒ 意識の異常、眼の異常などの症状がある

●脳血管疾患の原因と予防法
⇒ 原因は高血圧などの

生活習慣に起因する
脳動脈硬化や、脳動
脈瘤の破裂

⇒ 脳健診で異常を発見す
ることでしか予防ができ
ないものもある

●脳健診の検査項目
⇒ 脳健診には、「脳ドック」「脳ＭＲＩ健診」がある
⇒ 「脳ＭＲＩ健診」は頭部ＭＲＩ・ＭＲＡのみ
⇒ 「脳ドック」はその他の検査を組み合わせ実施

●頭部ＭＲＩ・ＭＲＡ検査とは？
⇒ 磁気を用いて脳全体や脳の血管を撮影

●脳健診受診の進め方
⇒ 全員の受診が難しく対象者を限定する場合、

リスクの高い人から優先して受診させる
⇒ 中・高齢者がリスクが高い他、脳血管疾患

の家族歴や高血圧などの危険因子がある

●脳健診・専門医の受診の結果を踏まえた対応
⇒ 医師から「業務上の留意点」「適切な勤務体系」等を聴取すべき
⇒ 医師の指示に従い、勤務時間の変更や配置転換など就業に

おける配慮を適切に行うべき
●発症者への対応等
⇒ 日々の点呼等での確認や従業員への指導により、脳血管疾患

が疑われる者に対し適切に速やかな対応ができるような職場
環境作りを行うことが重要

●精密検査及び治療
⇒ 脳健診の判定結果に従って、必要な業務への配慮、期限以内

の確実な受診が必要
⇒ 精密検査の結果治療が必要となった場合、病態に応じ手術治

療や内服治療などが決定

Ⅳ．脳健診・専門医の受診の結果を踏まえた対応と
発症者への対応等

Ⅱ．脳血管疾患早期発見のための脳健診の活用

Ⅲ．脳健診の結果による専門医の受診Ⅰ．脳血管疾患対策の必要性、正しい理解

自動車運送事業者が疾病運転防止措置を講ずることとされた平成28年12月の道路運送法改正の際の衆・国交委決議を踏まえ、
スクリーニング検査の普及に向けて事業用自動車健康起因事故対策協議会において以下のガイドラインをとりまとめ、平成30年２月に公表
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(5)睡眠不足に起因する事故の防止対策

バス・タクシー・トラック事業について、運転者の睡眠不足による事故の防
止を一層推進するため、
・睡眠不足の乗務員を乗務させてはならないこと等を明確化
・点呼簿の記録事項として睡眠不足の状況を追加
・事業者が運転者に対して行う指導及び監督の内容として睡眠不足が
交通事故の原因となることを運転者に理解させること等を明確化

○社会的影響の大きかった事故が居眠り運転に起因するものであったことが判明
・平成28年３月、山陽自動車道のトンネル内で中型トラックが渋滞で
停止中の車列に追突。追突された車両の運転者２名が死亡したほか、
４名が負傷
・平成29年８月、徳島県鳴門市の徳島自動車道において、故障により
停車していた貸切バスに大型トラックが追突、バスが路外に転落。
バスの運転者１名及び乗客１名が死亡したほか、乗客１４名が負傷

○働き方改革の観点から、運転者の睡眠時間の確保について
自動車運送事業者の意識付けを改めて図る必要

省令・告示・通達改正を実施（平成30年６月１日施行）

背景

6

６～７時間の連続した睡眠をとるよう指導することを推奨
※運転者ごとに必要な時間数に個人差がある

居眠り運転による
事業用自動車人身事故件数
（平成２８年）

・バス ： ２件
・タクシー ： １７件
・トラック ： ５９件



(6)「指導及び監督の指針」及び「指導監督マニュアル」の一部改正

睡眠不足による重大な交通事故の発生

事故発生時や積雪時等の緊急時の対応が不十分である事案の発生

背 景

被害軽減ブレーキや車線逸脱警報装置等の運転支援装置を備えた車両の普及

○『危険の予測及び回避並びに緊急時における対応方法』

○『交通事故に関わる運転者の生理的及び心理的要因並び
にこれらへの対処方法』

→ 事故発生時、災害発生時等緊急時の対応を事例を
説明すること等により運転者に理解させること等追加

→ 「生理的要因」として、「過労」「飲酒」の他、
「睡眠不足」「医薬品等の服用」を明記

・携帯電話使用禁止等、道路交通法遵守の徹底について、
事故事例を追加

・精神面の健康管理の必要性について追記

・負傷者の救護、乗客の安全確保、事業者への報告等交通
事故や車両故障が発生した際の具体的な対応を追加

・自然災害に関する事前の情報収集の必要性、自然災害に
遭遇した際の対処方法等を追加

・飲酒運転防止のための留意点として、「アルコール依存症」
に関する内容を追加

・良い睡眠をとることが事故防止には不可欠であることを
厚生労働省の「健康づくりのための睡眠指針」を紹介し解説

・覚醒剤等の薬物の影響等について追記

○その他の項目

自動車運送事業者が運転者に対して行う指導及び監督の内容を示し
た「指導及び監督の指針」（告示）の改正（平成30年６月１日）

「指導及び監督の指針」（告示）の内容を具体的に示した
「指導監督マニュアル」の改正（平成30年６月１日）
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(7)運送引受書への上下限額記載に関する影響を踏まえた対応①
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○貸切バス運賃・料金制度ワーキンググループフォローアップ会合 開催状況

設置目的：新運賃・料金制度実施後、運賃の収受状況等を踏まえた対応につい

て、議論するために設置（座長：名古屋大学 加藤博和教授）

開催日：平成３０年１月３１日

議 題：運送引受書への上下限額記載の義務化による影響

開催日：平成３０年６月 ８日

議 題：旅行業者との運送引受に関する実態

運送引受書への上下限額記載に関する影響を踏まえた対応案



※保有車両の規模別、バス協会会員・非会員別に調査

調査対象調査対象

調査対象事業者数 回答数 回答率

貸切バス事業者 1,055 552 52.3%

内訳

バス協会員 579 333 57.5%

非会員 476 219 46.0%

※バス協会員については、日本バス協会の協力の下に実施

調査手法調査手法

メール調査（平成29年9月11日～10月11日）
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○ 運送引受書への上下限額記載の義務化による運送引受額への影響を調査。

～H30.1.31貸切バス運賃・料金制度WGFU会合資料（抜粋）～
(7)運送引受書への上下限額記載に関する影響を踏まえた対応②



1.9%

2.3%

6.7%

6.0%

21.7%

24.5%

7.1%

11.1%

24.7%

38.7%

17.8%

16.1%

20.1%

1.3%

義務化前

義務化後

下限額＋４０％以上 下限額＋３０％以上～４０％未満 下限額＋２０％以上～３０％未満 下限額＋１０％以上～２０％未満 下限額超～１０％未満 下限額 下限額未満

n=345社

0.3%

1.5%

1.7%

1.3%

8.0%

8.5%

6.9%

9.8%

41.5%

50.5%

21.3%

27.0%

20.4%

1.4%

義務化前

義務化後

ｎ＝349社

0.2%

0.3%

0.5%

0.4%

4.6%

3.3%

5.5%

8.6%

23.4%

36.9%

35.9%

48.7%

29.9%

1.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

義務化前

義務化後

ｎ＝333社
34.2%34.2%

49.5%49.5%
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大幅に減少
（△28.2pt）
大幅に減少
（△28.2pt）

大幅に増加
（+15.3pt）
大幅に増加
（+15.3pt）

増加（+12.8pt）増加（+12.8pt）

※ 直近１年間のうち閑散期、通常期、繁忙期の最も顕著な日（１日）に締結した契約について、現在（平成２９年９月）と運送引受書への運賃・料金の上限・下限記載の義務化前（平成２８年１０月まで）の契約件数を比較

～H30.1.31貸切バス運賃・料金制度WGFU会合資料（抜粋）～

調査結果調査結果

○ 貸切バス運送引受書への上下限額記載の義務化によって、下限割れを防止する効果が十
分に発揮されている。
○ 「下限額」よりも「下限超」の運送引受割合が、より増加している。

58.4%58.4%

71.6%71.6%

大幅に減少
（△19pt）
大幅に減少
（△19pt）増加（+13.2pt）増加（+13.2pt） 増加（+5.7pt）増加（+5.7pt）

【閑散期】【閑散期】

【通常期】【通常期】

【繁忙期】【繁忙期】

大幅に減少
（△18.8pt）
大幅に減少
（△18.8pt）

大幅に増加
（+20.5pt）
大幅に増加
（+20.5pt）

62.1%62.1%

82.6%82.6%

減少
（△1.7pt）
減少
（△1.7pt）

(7)運送引受書への上下限額記載に関する影響を踏まえた対応③



調査対象者 ： 日本バス協会 貸切委員会委員、
中小貸切事業者専門部会委員

調 査 手 法 ： メール調査（平成30年3月6日～3月20日）

対 象 者 数 ： ７８者

回 答 数 ： ６８者

回 答 率 ： ８７．２％

○ 旅行業者との運送取引に関して実態を把握するため、調査を実施。

調査概要

～H30.6.8貸切バス運賃・料金制度WGFU会合資料（抜粋）～

11

(7)運送引受書への上下限額記載に関する影響を踏まえた対応④



Ｑ バス会社からの運賃
提示額に対して、旅行業
者が当該輸送の下限運
賃額を引き合いにして、
値引き交渉を受けること
はありますか。

Ｑ 旅行業者から当該輸
送の下限運賃額を引き
合いにして値引き交渉を
受けることがある場合、
値引き交渉は、いつ受け
ますか。

Ｑ 運送引受書の交付前
に下限運賃額を引き合
いにした値引き交渉を受
ける場合、旅行業者はど
うやって当該運送の下限
運賃額を知ることができ
ていますか。

Ｑ 運送引受書の交付後
に下限運賃額を引き合
いにした値引き交渉に応
じる場合、年間で値引き
交渉を受けた件数のうち
何割程度応じますか。

19%

～H30.6.8貸切バス運賃・料金制度WGFU会合資料（抜粋）～

調査結果
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(7)運送引受書への上下限額記載に関する影響を踏まえた対応⑤



○ 回答した貸切バス事業者の６２％は、旅行業者から下限運

賃を引き合いにした値引き交渉を受けており、残りの３８％は、

旅行業者から下限運賃を引き合いにした値引き交渉を受けて

いない。

○ 運送引受書の交付後に値引き交渉を受けていると答えた事

業者は全体の２２％であり、そのほとんどの事業者において値

引きに応じている件数は年間で１～３割である。

○ 運送引受書の交付前に値引き交渉を受けていると答えた事

業者は全体の４０％であり、その主なきっかけは、旅行業者自

らが下限額を算出している場合と、旅行業者から下限額を聞

かれて答えた場合である。

～H30.6.8貸切バス運賃・料金制度WGFU会合資料（抜粋）～
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調査結果

(7)運送引受書への上下限額記載に関する影響を踏まえた対応⑥



○ 旅行業者からの値引き交渉を受け、値引きに応じるかどうかは、貸切

バス事業者の価格交渉力や経営判断によるものである。

○ 運送引受書の交付前から下限額を引き合いにした値引き交渉を受け

ている事業者も存在しており、運送引受書への下限額の記載をやめた

としても、下限額を引き合いにした値引き交渉は、なくならない。

○ 一方、貸切バスの運賃・料金制度における幅運賃が単なる値引き幅

として運用されている懸念もあり、旅行業者・貸切バス事業者双方が制

度の趣旨を十分に理解することが重要である。

○ このため、今後、運送引受書に幅運賃の趣旨を新たに記載することと

し、制度の理解を深めることとする。

○ また、本会合における上記とりまとめについて、国から旅行業界・バ

ス業界に対して通知し、周知徹底を図ることとする。
14

対 応 案

～H30.6.8貸切バス運賃・料金制度WGFU会合資料（抜粋）～
(7)運送引受書への上下限額記載に関する影響を踏まえた対応⑦



～～中略

＊

＊

15

改 正 案

～H30.6.8貸切バス運賃・料金制度WGFU会合資料（抜粋）～

＊ 運賃・料金は、需要の季節変動に応じて、上限額・下限額の幅の中で決定されるものです。
このうち、下限額は運送に必要な費用から求められる基準額から１０％（本来賄われるべき一般管理費と営業外
費用相当）を割り引いた額であり、年間を通じて適用されるべきではありません。

(7)運送引受書への上下限額記載に関する影響を踏まえた対応⑧


